
証券コード 6205

平成30年６月８日

株 主 各 位
兵庫県伊丹市北伊丹八丁目10番地１

Ｏ Ｋ Ｋ 株 式 会 社
取締役社長 宮 島 義 嗣

　

第160回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第160回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権
行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成30年６月26日（火曜日）午後５時までに到
着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬 具
　

記
　

１．日 時 平成30年６月27日（水曜日）午前10時
２．場 所 兵庫県伊丹市宮ノ前二丁目２番２号

伊丹商工プラザ６階 マルチメディアホール
（末尾記載の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項
報 告 事 項 １．第160期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類および計算書類の内容報告の件
２．会計監査人および監査等委員会の第160期連結計算書類監査結果

報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申し上げます。
　また、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。
○事業報告、連結計算書類、計算書類および株主総会参考書類の記載すべき事項を修

正する必要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.okk.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。

○本株主総会終了後、同会場において会社説明会を開催いたしますので、引き続きご
参加くださいますようお願い申し上げます。

― 1 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月25日 17時45分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(添付書類)
　

事 業 報 告
（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

　

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過および成果

当事業年度における世界経済は、米国は自動車および航空機関連が堅調に推移

し、エネルギー関連や建設機械関連においても回復が見られるなど、総じて好調

を維持しました。欧州は主要国において自動車および航空機関連の設備投資が好

調に推移しました。中国では半導体や自動車関連の設備投資に持ち直しの動きが

あり、その他アジア新興国についても緩やかな成長が見られました。我が国経済

は、半導体製造や自動車関連を主として設備投資意欲が旺盛で、工作機械の需要

は堅調に推移しました。

このような状況下、主力の工作機械部門においては、昨年４月に東京で開催さ

れたINTERMOLD 2017（第28回金型加工技術展）に、重切削・高能率加工を実現す

る立形マシニングセンタVM53Rと、高精度・高速加工を実現するコンパクト立形マ

シニングセンタVB53を出展し、高品位・高効率の金型加工をアピールしました。

９月には、ドイツのハノーバーで開催されたEMO Hannover 2017（国際金属加工見

本市）に、量産加工に適し、クラス最大級の高速性を実現した横形マシニングセ

ンタHMC500を展示し、また航空機部品等の工程集約を可能にするコンパクトな５

軸制御立形マシニングセンタVC-X500で実加工展示を行い、欧州で好調な自動車・

航空機市場に向けた活発な営業活動を展開しました。10月には、名古屋で開催さ

れたメカトロテックジャパン2017、11月には、タイのバンコクで開催された

METALEX 2017（製造業展示会）に出展、更に国内の東西拠点においてプライベー

ト・ショーを開催するなど、国内外の展示会に積極的に出展し、更なる拡販に努

めました。製品の開発では、工作機械の加工品質向上を目的に、室温変化による

機体構造の変形を低減する環境熱変位補正ソフトウェア、ソフトスケールCubeを

開発し、主力の立形マシニングセンタVM53Rに標準装備しました。また、海外事業

への取り組み強化のため、昨年４月に、タイのグループ会社３社を統合し、新社

名をOKK Machinery (THAILAND) Co.,Ltd.として生産・営業体制を一新しました。

更に北米においては、販売店の強化、営業戦略の強化など、営業基盤の見直しを

実施しております。
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上記の施策により、主力の工作機械部門においては、国内の旺盛な設備投資意

欲と海外の回復傾向にも支えられ、全体として堅調に推移し、売上高につきまし

ては予想通りの結果となりました。しかしながら、上半期における海外販売の落

ち込みと下半期における要素部品の調達問題や原材料の高騰、為替の影響もあり、

利益につきましては予想を下回りました。

これらの結果、当企業集団の売上高は26,621百万円（前年度比12.6％増）とな

り、営業利益は715百万円（前年度は営業損失251百万円）、経常利益は493百万円

（前年度は経常損失443百万円）、親会社株主に帰属する当期純利益は352百万円

（前年度は親会社株主に帰属する当期純損失410百万円）となりました。

部門別連結売上高および概要は次のとおりであります。

部 門 金 額 前年度比増減率 構 成 比

工 作 機 械 25,297 百万円 13.3 ％ 95.0 ％

そ の 他 1,324 1.4 5.0

合 計 26,621 12.6 100.0

(う ち 海 外) (11,049) (16.8) (41.5)

　

●工作機械

国内は、企業の設備投資が堅調に推移する中、自動車、一般機械、半導体関

連向けの販売に注力し、売上高は14,337百万円（前年度比11.0％増）となりま

した。海外は、欧州の自動車および航空機関連、中国の半導体や自動車関連で

の設備投資が好調に推移し、売上高は10,959百万円（前年度比16.4％増）とな

りました。

この結果、工作機械全体の売上高は25,297百万円（前年度比13.3％増）、営業

利益は813百万円（前年度は営業損失138百万円）となりました。

　

●その他

売上高は1,324百万円（前年度比1.4％増）、営業利益は67百万円（前年度比

12.8％増）となりました。
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(2) 設備投資の状況

当事業年度において実施いたしました設備投資等の総額は620百万円であり、主

なものは次のとおりであります。

当事業年度中に完成した主要設備

・機械設備更新と猪名川製造所内のインフラ整備ならびに子会社等を含めた

機械装置および工具等

当事業年度継続中の主要設備の新設、拡充

・機械設備更新と保全、環境に配慮した構内照明のLED化等の他、猪名川製造

所内のインフラ整備ならびに子会社等を含めた機械装置および工具等

　

(3) 資金調達の状況

当社は、資金の機動的かつ安定的な調達を図るため、取引金融機関７行との間

に、総額15億円のシンジケーション方式によるコミットメントライン契約を締結

しております。なお、当事業年度末において当該契約に基づく借入実行残高はあ

りません。

　

(4) 財産および損益の状況の推移

年 度

区 分

第157期

（自平成26年４月
至平成27年３月）

第158期

（自平成27年４月
至平成28年３月）

第159期

（自平成28年４月
至平成29年３月）

第160期(当期)

（自平成29年４月
至平成30年３月）

(百万円)

売 上 高 25,413 26,735 23,642 26,621

(百万円)

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 1,560 839 △443 493

(百万円)

親会社株主に帰属する当期純利益
又 は 当 期 純 損 失

1,191 557 △410 352

(円)

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
又 は 当 期 純 損 失

150.72 70.53 △51.91 44.59

(百万円)

総 資 産 50,096 48,225 50,873 49,742

(百万円)

純 資 産 21,738 21,733 21,238 21,360

(注) 1. １株当たり当期純利益又は当期純損失は期中平均発行済株式総数（自己株式

を控除した株式数）により算出しております。

2. 当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株を１株の割合で株式併合を行っ

ております。第157期の期初に当該株式併合が行われたと仮定して１株当た

り当期純利益又は当期純損失を算出しております。
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(5) 対処すべき課題

今後の見通しといたしましては、世界経済においては、米国と欧州は自動車と

航空機産業を中心に、引き続き堅調に推移するものと思われます。中国は通商問

題の影響など先行きの不透明感はありますが、アジア諸国全体として緩やかな回

復基調が続くと予想されます。また、我が国経済は各種政策の効果もあり、設備

投資意欲は底堅く、自動車、半導体関係業界を中心に引き続き好調を維持するも

のと予想されます。

このような状況の下、当社グループは、これからの持続的成長を目指して策定

した、中長期経営計画「Neo Challenge（ネオチャレンジ）」において、「事業基盤

の更なる強化と新事業への挑戦」をファーストステージのテーマとして、改革に

取り組んでまいりました。しかしながら、ファーストステージ初年度に開始した

新基幹業務システムへの更新において、正常稼働に至るまでに２年間の時間を要

したことが、事業基盤の更なる強化に影響を及ぼす結果となり、ファーストステ

ージ最終年度での目標達成が困難な状況となりました。誠に遺憾ながら、ファー

ストステージを１年延長し、４年間での計画完遂を目標に、引き続き取り組んで

まいる次第です。なお、セカンドステージを４年から３年に変更することで、ネ

オチャレンジの計画期間10年間（最終年度2025年）は変更せず、目標達成を目指

す所存です。ファーストステージ３年目として、具体的には以下の施策を進めて

まいります。

主力工場においては、IoTを駆使した生産状況の「見える化」を引き続き進めて

まいります。お客様のご要望に合わせた製品のカスタマイズでは、スピード対応

と省力化が課題ですが、生産力向上プロジェクトおよび新基幹業務システムの連

携により、営業段階から調達、生産、出荷に至る業務を効率化し、課題の解決を

進めてまいります。

　営業活動においては、北米での営業体制・戦略の見直しを進め、欧州では、販

売の伸びによりエリアを拡大し、積極的な販売活動を行ってまいります。また、

アジアの中核拠点を担うタイでは、グループ会社３社を統合した新会社により、

アジアの営業基盤強化を更に進めてまいります。また、本年９月にシカゴで開催

されるIMTS2018（International Manufacturing Technology Show 2018）に出展

し、北米での拡販を進めます。11月に東京で開催されるJIMTOF2018（第29回日本

国際工作機械見本市）には新機種の出展を予定しており、国内外において積極的

な受注活動を行います。

　更に、これからの持続的成長には、人材の育成が最も重要な経営課題と位置付

けております。主力工場に設けた技能伝承ラインを活用した技能・技術伝承教育

の充実、キャリアステップごとの人材育成プログラム、「チャレンジ制度（若手抜

擢型の教育訓練制度）」による人材登用など、各種制度を活用し、積極的な人材育

成に取り組んでまいります。

引き続き全社一丸となってこれらの諸施策を着実に実行し業績向上に努めてま

いりますので、株主の皆様におかれましては、何とぞ変わらぬご支援を賜ります

ようお願い申し上げます。
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(6) 重要な子会社の状況（平成30年３月31日現在）

会 社 名 資本金
当社の
出資比率

主 要 な 事 業 内 容

大豊機工株式会社
百万円

94
％

100.0
工作機械の一部の製造および水道メータ
ーの製造・販売

ＯＫＫテクノ株式会社 10 100.0 工作機械の部品の製造

OKK USA CORPORATION
千米ドル

2,750 100.0 工作機械の販売および技術サービス

OKK Machinery

(THAILAND) Co.,Ltd.

百万タイバーツ

232
97.4
(0.1)

工作機械の一部の製造および技術サービ
ス

(注) 当社の出資比率の( )内は、間接所有割合で内数であります。

(7) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

下記製品の製造および販売を行っております。

主要営業品目の主な内容は次のとおりであります。

工作機械 ：マシニングセンタ、NCフライス盤

　 汎用フライス盤、専用工作機械

水道メーター：各種水道メーター、上下水道計装システム

　 水道料金システム

　

(8) 主要な営業所および工場（平成30年３月31日現在）

①当社の主要な営業所および工場

本店 兵庫県伊丹市

東京支店 埼玉県さいたま市

名古屋支店 愛知県名古屋市

広島営業所 広島県広島市

福岡営業所 福岡県福岡市

ソウル支店 大韓民国ソウル市

このほか国内各地に営業所を８カ所設置しております。

猪名川製造所 兵庫県伊丹市

東京テクニカルセンター 埼玉県さいたま市
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②当社子会社の主要な営業所および工場

大豊機工株式会社 兵庫県豊岡市

ＯＫＫテクノ株式会社 兵庫県川西市

OKK USA CORPORATION 米国イリノイ州

OKK Machinery (THAILAND) Co.,Ltd. タイ国バンコク市

　

(9) 従業員の状況（平成30年３月31日現在）

①企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前年度末比増減

759名 117名増
　

(注) 従業員数が前年度末に比べ117名増加しておりますが、主として当事業年

度より、非連結子会社であったOKK Machinery (THAILAND) Co.,Ltd.を連

結の範囲に含めたことによるものです。
　

②当社の従業員の状況

従 業 員 数 前年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

486名 26名増 39.8歳 15.1年

　

(注) 従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への

出向者を含む。）であり、企業集団の臨時従業員79名、当社の臨時従業員59

名は含まれておりません。

　

(10) 主要な借入先（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借入金残高

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,514 百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,280

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,155

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 946

　

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（平成30年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 24,000,000株

(2) 発行済株式総数 8,146,556株

（自己株式245,119株を含む。）

(3) 株主数 7,713名

(4) 大株主

株 主 名 持株数 持株比率

ＯＫＫ取引先持株会 485千株 6.14 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 263 3.33

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 205 2.60

株式会社りそな銀行 169 2.15

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 146 1.86

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG/JASDEC/
HENDERSON HHF SICAV

146 1.86

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１） 120 1.53

ＯＫＫ従業員持株会 107 1.37

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口２） 106 1.35

ＯＫＫ会持株会 105 1.33

(注) 1. 持株比率は、自己株式数を控除して算出しております。

2. 当社は自己株式245千株を保有しておりますが、上記大株主から除外してお

ります。

　

(5) その他株式に関する重要な事項

当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株を１株の割合で株式併合を行うと

ともに、単元株式数を1,000株から100株とする変更を行っております。これに伴

い、発行可能株式総数は240,000,000株から24,000,000株に、発行済株式総数は

81,465,568株から8,146,556株となっております。
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３．会社役員に関する事項

(1) 当事業年度末日における取締役

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 宮 島 義 嗣

代 表 取 締 役 浜 辺 義 男 専務執行役員経営企画室長兼経営管理室長

取 締 役 森 本 佳 秀 常務執行役員営業本部長

取 締 役 道 岡 幸 二 上席執行役員猪名川製造所長兼管理本部長

取 締 役 大 西 賢 治 上席執行役員技術本部長

取 締 役 桃 井 良 和 上席執行役員生産本部長兼生産管理部長

取 締 役 近 藤 忠 夫 株式会社日本触媒 相談役

取 締 役
(常勤監査等委員)

椙 尾 茂 樹

取 締 役
(監査等 委 員)

檜 垣 誠 次 弁護士

取 締 役
(監査等 委 員)

三 浦 善 弘
ＭＹＫアドバイザリー株式会社 代表取締役
公認会計士

(注) 1. 取締役近藤忠夫、監査等委員である取締役檜垣誠次および三浦善弘の３氏

は、社外取締役であります。

2. 監査等委員である取締役三浦善弘氏は、公認会計士の資格を有しており、財

務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

3. 当社は、取締役近藤忠夫氏、檜垣誠次氏の両氏を東京証券取引所の定めに基

づく独立役員として指定し、届け出ております。

4. 監査等委員会の監査の実効性を高めるため、椙尾茂樹氏を常勤の監査等委員

として選定し、情報収集その他内部統制部門との連携を強化するものであり

ます。

5. 当社はＭＹＫアドバイザリー株式会社との間で、コンサルティング契約を締

結しております。
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(2) 当事業年度中の取締役の異動

①就任

平成29年６月28日開催の第159回定時株主総会において、桃井良和氏が

取締役に選任され、就任いたしました。

②当事業年度中の地位・担当等の異動

氏 名 新 旧 異動年月日

宮 島 義 嗣 代表取締役社長
代表取締役社長生産本部
長

平成29年４月１日

大 西 賢 治
取締役上席執行役員技術
本部長

取締役上席執行役員技術
本部長兼技術開発部長

平成29年４月１日

浜 辺 義 男
代表取締役専務執行役員
経営企画室長兼経営管理
室長

代表取締役専務執行役員
経営企画室長

平成29年10月１日

(注) 平成30年４月１日付の役員人事に伴い、取締役の地位・担当は次のとおり変更と

なっております。

浜辺義男 代表取締役専務執行役員経営企画室長

桃井良和 取締役上席執行役員生産本部長兼物流部長

(3) 責任限定契約の内容の概要

当社は取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）との間で、会社法第423

条第１項の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には賠償責任を

限定する旨の契約（責任限定契約）を締結しております。当該契約に基づく賠償

の限度額は、法令で定める最低責任限度額であります。

　

(4) 取締役の報酬等の総額

区 分 人 員 報酬等の総額

取締役(監査等委員を除く) ７名 68百万円

(うち社外取締役) (１名) (５百万円)

取締役(監査等委員) ３名 23百万円

(うち社外取締役) (２名) (10百万円)

(注) 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれて

おりません。
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(5) 社外役員に関する事項

当事業年度における主な活動状況

氏 名 主な活動状況

近 藤 忠 夫
取締役会15回中15回に出席し、主に企業経営者としての豊富な経験と
見識に基づき発言を行っております。

檜 垣 誠 次
取締役会15回中15回、監査等委員会15回中15回の全てに出席し、主に
弁護士としての専門的見地から発言を行っております。

三 浦 善 弘
取締役会15回中15回、監査等委員会15回中15回の全てに出席し、主に
公認会計士としての専門的見地から発言を行っております。
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４．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称 新日本有限責任監査法人

　

(2) 会計監査人の報酬等の額

①当社が支払うべき報酬等の額 28百万円

②当社および当社子会社が支払うべき金銭
　その他の財産上の利益の合計額

28百万円

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対

する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を区

分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、これらの合

計額を記載しております。

2. 当 社 の 重 要 な 子 会 社 の う ち、OKK USA CORPORATION お よ び OKK

Machinery (THAILAND) Co.,Ltd.は当社の会計監査人以外の監査法人

の監査を受けております。

　

(3) 会計監査人の報酬等の額について監査等委員会が同意した理由

当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関す

る実務指針」を踏まえ、会計監査人が提出した監査計画の妥当性と適正性、従前

の事業年度における職務執行状況等を確認し検討した結果、会計監査人の報酬等

につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

　

(4) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社では、会計監査人が職務上の義務に違反し、または職務を怠り、もしくは

会計監査人としてふさわしくない非行があるなど、当社の会計監査人であること

につき当社にとって重大な支障があると判断した場合には、監査等委員会が会社

法第340条の規定により会計監査人を解任いたします。また、そのほか会計監査人

が職務を適切に遂行することが困難であると認められる場合、または監査の適正

性をより高めるために会計監査人の変更が妥当であると判断される場合には、監

査等委員会は、会計監査人の選任および解任ならびに会計監査人を再任しないこ

とに関する議案の内容を決定します。
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５．会社の体制および方針

＜業務の適正を確保するための体制＞

当社は、取締役会において、業務の適正を確保するための体制の整備についての

基本方針を以下のように定めております。

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制

当社は、「企業行動規準」および「コンプライアンス基本規程」を策定し、役職

員が法令および社会通念等を遵守した行動をとるための行動規範を定め、役職員

の研修等を通じて周知徹底を図っております。

また、職務の執行に際して内部統制の有効性を検証し、「経営理念」および「企

業行動規準」の運用状況を検証するため、経営管理室を設置しております。

さらに、コンプライアンス全体を統括する組織として、「コンプライアンス委員

会」を設置し重要事項について審議するとともに、コンプライアンス実践教育の

実施等により、コンプライアンス体制の維持・管理を行っております。

また、職務の執行に際して法令チェックを担い、コンプライアンス教育の推進

を図るため、コンプライアンス室を設置しております。

また、「社内通報規程」に基づき、意見・要望およびコンプライアンス違反の疑

いのある行為等について、直接社内外の専門窓口に通報する「ヘルプライン」制

度を導入しております。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る文書その他の情報等については、「文書管理規程」に

則り、その重要度に応じて適正に保存・管理し、取締役（監査等委員である取締

役を含む。）は、それらの文書および情報等を必要に応じて閲覧できるものとして

おります。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

「リスク管理規程」に基づき、リスクカテゴリーごとの管理部署を定め、社長が

リスク管理総括責任者となる体制をとっております。

また、各業務にかかわる種々のリスク（コンプライアンス、環境、災害、品質、

情報セキュリティおよび輸出管理等）については、取締役会、経営会議において

審議するとともに、それぞれのリスク管理部署において適切に管理しております。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は、原則月１回開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状

況の管理・監督を行い、透明性の高い経営に努めております。

取締役会の機能をより強化し、経営効率を向上させるため、取締役および執行

役員をメンバーとする経営会議を、原則月２回開催し、取締役会から委嘱を受け

た事項、その他経営に関する重要事項について、審議しております。

業務の運営については、将来の事業環境等を踏まえ中長期経営計画および各年

度予算を立案し、全社的な目標を設定しております。各部門においては、その目

標達成に向けて具体策を立案し、実行しております。

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

グループ全体のコーポレートガバナンス、コンプライアンスおよび財務報告の

適正性を確保するため、グループ間の連携を密にし、管理体制の強化を図ってお

ります。

①子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社の「子会社管理規程」に基づき、子会社の経営管理上重要な事項および

職務執行に関する事項等について、当社と事前協議を行う事項と当社に報告す

べき事項を定めて管理・運営しております。

②子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社グループは、「リスク管理規程」に基づき、リスクカテゴリーごとの管理

部署を定め、各社社長がリスク管理総括責任者となる体制をとっております。

当社と子会社は、子会社情報交換会等を通じてリスク管理状況を共有し、その

管理を実行しております。

③子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社と子会社は、子会社情報交換会等を開催して情報交換するとともに、重

要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の管理・監督を行っております。

④子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合すること

を確保するための体制

当社グループは、「企業行動規準」および「コンプライアンス基本規程」を策

定し、役職員が法令および社会通念等を遵守した行動をとるための行動規範を

定め、役職員の研修等を通じて周知徹底を図っております。
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(6) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項ならびに当該使用人の取締役（監査等委員である取締

役を除く。）からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す

る事項

監査等委員会の職務を補助すべき部署を内部監査室と定め、必要に応じて、そ

の職員に監査業務に必要な事項を命令することができるものとしております。

監査等委員会より監査業務に必要な命令を受けた職員は、その命令に関して、

取締役（監査等委員である取締役を除く。）等の指揮命令を受けないものとしま

す。さらに、当該職員の異動・懲戒にあたっては、監査等委員会と事前協議のう

え実施するものとします。

(7) 取締役および使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委

員会への報告に関する体制

監査等委員である取締役は、重要な会議に出席、あるいは業務の運営状況につ

き適宜報告を受けることとしております。

当社グループの取締役および監査役ならびに使用人は、監査等委員会に対して、

法定の事項に加え、当社および当社グループ会社に重大な影響をおよぼす事項等

を速やかに報告することとしております。

また、監査等委員会に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不

利益な取り扱いを受けないものとします。

(8) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員会は、社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催する

こととしております。また、グループ各社の監査役との連携も図ることとしてお

ります。

(9) 監査等委員の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係わる方針に

関する事項

監査等委員会が、その職務の執行上必要なものとしてあらかじめ計上した費用

の他、緊急または臨時に支出した費用について、事後、償還を請求することがで

きるものとしています。

(10) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況

「企業行動規準」に「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力およ

び団体とは断固として対決する」と基本方針を規定しており、反社会的勢力およ

び団体とは一切の関係を遮断するとともに、不当要求に対しては毅然とした態度

で対応します。また、不当要求防止責任者の設置、外部専門機関との連携、対応

マニュアルの整備等、対処できる体制を構築しております。
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＜業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要＞

当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は

以下のとおりです。

(1) 業務の適正を確保するための体制について

取締役会は、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の管理・監督を行

い、透明性の高い経営に努めました。経営会議では、取締役および執行役員をメ

ンバーとし、取締役会から委嘱を受けた事項、その他経営に関する重要事項につ

いて審議いたしました。取締役会には監査等委員全員が出席。経営会議には常勤

監査等委員が出席して業務の執行状況を監査し、監査等委員会等を通じて他の監

査等委員と情報を共有しました。当事業年度においては、取締役会を15回、監査

等委員会を15回、経営会議を24回開催いたしました。

(2) コンプライアンスについて

「コンプライアンス委員会規程」に基づき、コンプライアンス上の重要事項を

審議いたしました。また、「コンプライアンス基本規程」に基づき、定期的なコン

プライアンス実践教育として管理職、ならびに各部門へコンプライアンス室から

直接の研修を実施し、周知徹底を図りました。

　さらに子会社を対象とした研修を実施し、コンプライアンス体制の維持・管理

に努めました。内部通報制度については、社内と社外、それぞれの相談・通報窓

口「ヘルプライン」を設置し、通報者の保護を明記したポスターを掲示して周知

を図り、運用しております。当事業年度においては、コンプライアンス委員会を

１回、全従業員対象のコンプライアンス研修およびその他法令に関する研修を41

回開催いたしました。

(3) リスク管理について

「リスク管理規程」に基づき、各リスク項目の影響度の評価、対応策等をまと

めてリスク管理状況報告とし、その定期的な見直しを実施してリスクの回避と低

減に取り組みました。各業務にかかわる種々のリスクについては、取締役会、経

営会議において審議するとともに、それぞれのリスク管理部署において適切に管

理いたしました。

(4) 子会社管理について

「子会社管理規程」に基づき、子会社の経営管理上重要な事項および職務執行

に関する事項等について、当社と事前協議を行う事項と当社に報告すべき事項を

定めて管理・運営を行いました。また、当社と子会社は、子会社情報交換会等を

開催して情報交換するとともに、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況

の管理・監督を行いました。

― 16 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月25日 17時45分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(5) 監査等委員の職務の執行について

監査等委員会は、社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催し、

グループ各社の監査役および内部監査室との連携も図り、監査の実効性を確保い

たしました。また、監査等委員は、重要な会議に出席、あるいは業務の運営状況

につき適宜報告を受けるとともに取締役および使用人へのヒアリング等を通じて、

当社の内部統制の整備・運用状況について確認し、より健全な経営体制の確保に

向けた助言等を行いました。

(6) 内部監査の実施状況について

当社およびグループ各社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内

部監査室がモニタリングし、改善を進めております。また、内部監査室は、内部

監査基本計画に基づき、次に掲げる監査ならびにモニタリングを実施いたしまし

た。

①当社および当社子会社における業務の適正性、法令遵守状況ならびにリスク管

理状況に関する業務監査

②財務報告に係る内部統制監査

③内部通報制度の運用状況

(7) 内部統制システムの見直しおよび強化について

内部統制システム全般の更なる向上を目指し、業務管理部により、内部統制シ

ステムの改善プロジェクトを発足しました。各部署へのヒアリングを通じて課題

を抽出し、運用ルールと業務フローの見直しおよび強化を実施しております。当

事業年度においては、プロジェクト会議を19回開催し、継続的な改善活動を行い

ました。

本事業報告に記載の金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てております。また、
比率は表示単位未満を四捨五入しております。
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連結貸借対照表
（平成30年３月31日現在）

（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

(資産の部)

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

電子記録債権

商品及び製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

リース資産

建設仮勘定

その他

無形固定資産

ソフトウエア

リース資産

ソフトウエア仮勘定

その他

投資その他の資産

投資有価証券

長期貸付金

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

24,790

5,200

7,383

1,231

3,274

5,040

1,976

344

391

△53

24,951

21,949

3,858

1,202

15,419

1,309

4

155

513

244

179

69

19

2,488

2,303

14

4

180

△15

(負債の部)

流動負債 13,859

支払手形及び買掛金 4,300

電子記録債務 354

短期借入金 7,141

リース債務 237

未払法人税等 83

賞与引当金 272

製品保証引当金 70

その他 1,397

固定負債 14,522

社債 200

長期借入金 4,166

リース債務 1,255

繰延税金負債 319

再評価に係る繰延税金負債 4,521

退職給付に係る負債 3,987

その他 72

負債合計 28,381

(純資産の部)

株主資本 10,972

資本金 6,283

資本剰余金 1,466

利益剰余金 3,761

自己株式 △538

その他の包括利益累計額 10,367

その他有価証券評価差額金 719

土地再評価差額金 9,764

為替換算調整勘定 5

退職給付に係る調整累計額 △122

非支配株主持分 20

純資産合計 21,360

資産合計 49,742 負債純資産合計 49,742
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連結損益計算書
（自平成29年４月１日 至平成30年３月31日）

（単位：百万円）

科目 金額

売上高 26,621

売上原価 20,452

売上総利益 6,169

販売費及び一般管理費 5,453

営業利益 715

営業外収益

受取利息及び配当金 46

売電収入 27

その他 17 92

営業外費用

支払利息 152

為替差損 79

資金調達費用 26

その他 55 313

経常利益 493

特別利益

投資有価証券売却益 18

有形固定資産売却益 1 19

特別損失

有形固定資産処分損 9 9

税金等調整前当期純利益 504

法人税、住民税及び事業税 156

法人税等調整額 △8 148

当期純利益 355

非支配株主に帰属する当期純利益 3

親会社株主に帰属する当期純利益 352
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連結株主資本等変動計算書
（自平成29年４月１日 至平成30年３月31日）

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,283 1,455 3,708 △536 10,910

当期変動額

剰余金の配当 △158 △158

親会社株主に
帰属する当期
純利益

352 352

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 △0 0 0

連結範囲の変動 10 △141 △130

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― 10 53 △2 61

当期末残高 6,283 1,466 3,761 △538 10,972

その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計

その他有価証券
評価差額金

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 611 9,764 36 △84 10,328 ― 21,238

当期変動額

剰余金の配当 △158

親会社株主に
帰属する当期
純利益

352

自己株式の取得 △2

自己株式の処分 0

連結範囲の変動 △130

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

107 ― △30 △38 38 20 59

当期変動額合計 107 ― △30 △38 38 20 121

当期末残高 719 9,764 5 △122 10,367 20 21,360
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連結注記表

[連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等]

1.連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ４社

連結子会社の名称

大豊機工㈱、OKKテクノ㈱、OKK USA CORPORATION、OKK Machinery (THAILAND) Co.,Ltd.

(連結範囲の変更)

当連結会計年度より、非連結子会社であったOKK Machinery (THAILAND) Co.,Ltd.（旧社名OKK

MACHINE SALES (THAILAND) CO.,LTD.）は、重要性が増したため連結の範囲に含めております。

(2)主要な非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称

OKK Europe GmbH、大阪机工（上海）商貿有限公司、

THAI OKK MACHINERY CO.,LTD.、OKK MANUFACTURING (THAILAND) CO.,LTD.、PT. OKK INDONESIA

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産・売上高・当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

　(3)連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、OKK Machinery (THAILAND) Co.,Ltd.の決算日は12月31日であります。連結計

算書類の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。当連結会計年度は、平成29年4月1日から平成

29年12月31日までの9か月間を連結しております。

2.持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

非連結子会社の名称

OKK Europe GmbH、大阪机工（上海）商貿有限公司、

THAI OKK MACHINERY CO.,LTD.、OKK MANUFACTURING (THAILAND) CO.,LTD.、

PT. OKK INDONESIA

関連会社の名称

該当事項はありません。

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないためであります。
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3.会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

②デリバティブ取引により生じる債権及び債務

時価法

③たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

商品及び製品、仕掛品

製品・仕掛品は主として個別法、半製品は主として総平均法

原材料及び貯蔵品

主として総平均法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）（国内法人のみ）

定額法によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 15～47年

機械装置及び運搬具 ４～９年

②無形固定資産（リース資産を除く）（国内法人のみ）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、自社利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

③リース資産（国内法人のみ）

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

②賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額（うち当連結会計年度に帰属する額）を計上し

ております。

③製品保証引当金

工作機械、水道メーターのアフターサービス費等に備えるため、売上高を基準として、過去の

経験率により算定した額を計上しております。
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(4)その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は連結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定に含めております。

②重要なヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を行っておりますが、外貨建売掛金等の為替変動リスクに備えるた

めの為替予約取引について、振当処理の要件を満たしているものは振当処理を、借入金の調達

金利の変動リスクを回避するための金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしてい

るものは特例処理を行っております。

③退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

④消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

[連結貸借対照表に関する注記]

1.担保に供している資産及び担保に係る債務

(1)担保に供している資産

建物及び構築物 2,575百万円

機械装置及び運搬具 232百万円

土地 14,635百万円

投資有価証券 289百万円

計 17,733百万円

(2)担保に係る債務

短期借入金 1,200百万円

長期借入金 3,578百万円

(うち１年以内返済予定額) (1,183)百万円

計 4,778百万円

　

2.有形固定資産の減価償却累計額 19,857百万円
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3.土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税の計算のために公表された方法により算定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。

・再評価を行った年月日

平成12年３月31日

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△7,886百万円

　

4.連結会計年度末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形等が、

連結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 81百万円

電子記録債権 221百万円

支払手形 550百万円

電子記録債務 63百万円

その他（流動負債） 10百万円

5.当社においては、資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,500百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 1,500百万円
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[連結株主資本等変動計算書に関する注記]

1.当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 8,146,556株

　

2.配当に関する事項

配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基準日
効 力
発生日

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 158百万円 ２円
平成29年
３月31日

平成29年
６月29日

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基準日
効 力
発生日

平成30年６月27日
定時株主総会

普通株式 158百万円 20円
平成30年
３月31日

平成30年
６月28日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

また、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株の割合で株式併合を行っており

ます。これに伴い、平成30年３月31日を基準日とする配当金につきましては、当該株式併合後の金

額を記載しております。

　

[金融商品に関する注記]

1.金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により

資金を調達しております。

受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、社内規程に従い、顧客の信用

力に応じた与信限度額を設けるとともに、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うことにより、リ

スクの低減を図っております。また、外貨建て売掛金の為替変動リスクについては、外貨建て借入

金により一部ヘッジしております。

投資有価証券は全て株式で、その市場価格の変動リスクについて、定期的に時価や発行体の財務状

況等の把握を行い、リスクの低減を図っております。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の

金利変動リスクに対して、デリバティブ取引（金利スワップ取引）により支払利息の固定化を実施

しております。

なお、デリバティブは「デリバティブ取引管理規程」に基づき、実需の範囲で行い投機的な取引は

行わないこととしております。
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2.金融商品の時価等に関する事項

平成30年３月31日（当連結会計年度末日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計 上 額(＊2)

時 価(＊2) 差 額

(1)現金及び預金 5,200 5,200 ―

(2)受取手形及び売掛金(＊1) 7,329 7,329 ―

(3)電子記録債権(＊1) 1,231 1,231 ―

(4)投資有価証券
　 その他有価証券

2,076 2,076 ―

(5)支払手形及び買掛金 (4,300) (4,300) (―)

(6)電子記録債務 (354) (354) (―)

(7)短期借入金 (5,365) (5,365) (―)

(8)長期借入金 (5,943) (5,976) (33)

(9)デリバティブ取引 (―) (―) (―)

(＊1) 売上債権に対応する貸倒引当金を控除しております。
(＊2) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
注 1.金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、並びに(3)電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

(4)投資有価証券

時価については、株式は取引所の価格によっております。

(5)支払手形及び買掛金、(6)電子記録債務、並びに(7)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

(8)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利
率で割り引いて算定する方法によっております。金利スワップの特例処理の対象とした変動金
利による長期借入金（下記(9)参照）については、当該金利スワップと一体として処理された
元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引い
て算定する方法によっております。

(9)デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理
されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

注 2.非上場株式（連結貸借対照表計上額226百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ
ーを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4)投資有
価証券その他有価証券」には含めておりません。

注 3.長期借入金には、１年以内返済予定の長期借入金1,776百万円を含めております。
　

[１株当たり情報に関する注記]

1.１株当たり純資産額 2,700.72円

2.１株当たり当期純利益金額 44.59円

(注)平成29年10月1日付けで普通株式10株を1株の割合で併合したため、当事業年度の期首に当該株式併
合が行われたと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を算定しております。
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貸借対照表
（平成30年３月31日現在）

（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

(資産の部) (負債の部)

流動資産 20,844 流動負債 12,464

現金及び預金 3,650 支払手形 3,079

受取手形 831 買掛金 1,546

売掛金 7,922 短期借入金 6,400

電子記録債権 1,148 リース債務 188

商品及び製品 915 未払金 335

仕掛品 4,103 未払費用 370

原材料及び貯蔵品 1,963 未払法人税等 58

前払費用 53 前受金 12

繰延税金資産 199 預り金 64

その他 110 賞与引当金 209

貸倒引当金 △52 製品保証引当金 59

固定資産 24,622 その他 138

有形固定資産 20,542 固定負債 13,145

建物 3,365 社債 200

構築物 183 長期借入金 3,862

機械及び装置 987 リース債務 785

車両運搬具 10 繰延税金負債 278

工具、器具及び備品 122 再評価に係る繰延税金負債 4,521

土地 15,052 退職給付引当金 3,474

リース資産 818 資産除去債務 23

建設仮勘定 1 その他 0

無形固定資産 455 負債合計 25,610

ソフトウエア 240 (純資産の部)

リース資産 179 株主資本 9,419

電話加入権 15 資本金 6,283

その他 19 資本剰余金 1,455

投資その他の資産 3,623 資本準備金 1,455

投資有価証券 2,070 利益剰余金 2,219

関係会社株式 1,387 利益準備金 152

関係会社出資金 92 その他利益剰余金 2,067

長期貸付金 3 繰越利益剰余金 2,067

関係会社長期貸付金 11 自己株式 △538

破産更生債権等 14 評価・換算差額等 10,437

長期前払費用 23 その他有価証券評価差額金 672

その他 35 土地再評価差額金 9,764

貸倒引当金 △15 純資産合計 19,856

資産合計 45,467 負債純資産合計 45,467
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損益計算書
（自平成29年４月１日 至平成30年３月31日）

（単位：百万円）

科目 金額

売上高 23,276

売上原価 18,693

売上総利益 4,582

販売費及び一般管理費 4,524

営業利益 57

営業外収益

受取利息及び配当金 94

売電収入 27

その他 10 133

営業外費用

支払利息 132

為替差損 84

資金調達費用 26

その他 41 284

経常損失（△） △93

特別利益

投資有価証券売却益 16

有形固定資産売却益 0 16

特別損失

有形固定資産処分損 7 7

税引前当期純損失（△） △85

法人税、住民税及び事業税 35

法人税等調整額 △5 30

当期純損失（△） △115
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株主資本等変動計算書
（自平成29年４月１日 至平成30年３月31日）

（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

当期首残高 6,283 1,455 1,455 152 2,341 2,493

当期変動額

剰余金の配当 △158 △158

当期純損失（△） △115 △115

自己株式の取得

自己株式の処分 △0 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― ― ― △273 △273

当期末残高 6,283 1,455 1,455 152 2,067 2,219

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

土地再評
価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △536 9,695 565 9,764 10,330 20,025

当期変動額

剰余金の配当 △158 △158

当期純損失（△） △115 △115

自己株式の取得 △2 △2 △2

自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

106 ― 106 106

当期変動額合計 △2 △276 106 ― 106 △169

当期末残高 △538 9,419 672 9,764 10,437 19,856
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個別注記表
　

[重要な会計方針に係る事項に関する注記]

1.資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法

②その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

(2)デリバティブ取引により生じる債権及び債務

時価法

(3)たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

①商品及び製品、仕掛品

製品及び仕掛品は主として個別法、半製品は主として総平均法

②原材料及び貯蔵品

主として総平均法

　
2.固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 15～47年

機械及び装置 ９年

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、自社利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

　
3.引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額（うち当事業年度に帰属する額）を計上しており

ます。

(3)製品保証引当金

工作機械のアフターサービス費等に備えるため、売上高を基準として過去の経験率により算定し

た額を計上しております。
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(4)退職給付引当金

・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとして

おります。

　
4.その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を行っておりますが、外貨建売掛金等の為替変動リスクに備えるため

の為替予約取引について、振当処理の要件を満たしているものは振当処理を、借入金の調達金利

の変動リスクを回避するための金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしているもの

は特例処理を行っております。

(2)退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこの会計処

理の方法と異なっております。

(3)消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

[貸借対照表に関する注記]

1.担保に供している資産及び担保に係る債務

(1)担保に供している資産

建物 2,575百万円

機械及び装置 232百万円

土地 14,635百万円

投資有価証券 289百万円

計 17,733百万円

(2)担保に係る債務

短期借入金 1,200百万円

長期借入金 3,578百万円

(うち１年以内返済予定額) (1,183)百万円

計 4,778百万円

　

2.有形固定資産の減価償却累計額 16,042百万円
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3.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであ

ります。

短期金銭債権 2,649百万円

長期金銭債権 28百万円

短期金銭債務 1,755百万円

　

4.土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税の計算のために公表された方法により算定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。

・再評価を行った年月日

平成12年３月31日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△7,886百万円

　

5.期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が、期末残高に含まれてお

ります。

受取手形 67百万円

電子記録債権 220百万円

支払手形 642百万円

その他（流動負債） 4百万円

6.資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結しております。

当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,500百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 1,500百万円

　

[損益計算書に関する注記]

関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売上高 3,409百万円

　仕入高 4,932百万円

　その他の営業費用 232百万円

営業取引以外の取引高 53百万円
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[株主資本等変動計算書に関する注記]

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 245,119株

　

[税効果会計に関する注記]

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

1.繰延税金資産

投資有価証券評価損 313百万円

退職給付引当金 1,062百万円

繰越欠損金 697百万円

その他 199百万円

繰延税金資産小計 2,272百万円

評価性引当額 △2,052百万円

繰延税金資産合計 220百万円

　

2.繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △299百万円

繰延税金負債合計 △299百万円

繰延税金負債の純額 △79百万円

　

3.再評価に係る繰延税金資産 152百万円

評価性引当額 △152百万円

再評価に係る繰延税金資産合計 ―百万円

　

4.再評価に係る繰延税金負債 △4,521百万円

再評価に係る繰延税金負債の純額 △4,521百万円

　
[１株当たり情報に関する注記]

1.１株当たり純資産額 2,513.03円

2.１株当たり当期純損失金額（△） △14.64円

(注)平成29年10月1日付けで普通株式10株を1株の割合で併合したため、当事業年度の期首に当該株式併

合が行われたと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を算定しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成30年５月24日

ＯＫＫ株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 竹 伸 幸 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 北池晃一郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＯＫＫ株式会社の平成29年４月１日から
平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、ＯＫＫ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上

― 34 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月25日 17時45分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成30年５月24日

ＯＫＫ株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 竹 伸 幸 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 北池晃一郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＯＫＫ株式会社の平成29年４月１
日から平成30年３月31日までの第160期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第160期事

業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結

果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に

関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内

部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況

について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明すると

ともに、下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等規程に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な会議に出席
し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを
監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職
務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ

の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

― 36 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月25日 17時45分 $FOLDER; 36ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役

の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

平成30年５月25日

ＯＫＫ株式会社 監査等委員会

常勤監査等委員 椙 尾 茂 樹 ㊞

監 査 等 委 員 檜 垣 誠 次 ㊞

監 査 等 委 員 三 浦 善 弘 ㊞

(注) 監査等委員檜垣誠次及び三浦善弘は、会社法第２条第15号及び第331条第

６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、財務状況や通期の業績等を総合的に勘案したう

えで、安定的かつ継続的な配当を基本方針としております。

　当期の期末配当につきましては、上記の基本方針にしたがって、以下のとおり

といたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金20円

総額158,028,740円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年６月28日（木曜日）
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件

本定時株主総会終結の時をもちまして取締役（監査等委員である取締役を除

く。）７名全員が任期満了となります。つきましては、経営体制並びにコーポレー

トガバナンスの強化を図るため、１名を増員し、取締役（監査等委員である取締

役を除く。）８名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関し、監査等委員会は特段の意見がない旨を確認しております。

取締役候補者（監査等委員である取締役を除く。）は次のとおりであります。
　

番号
氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および
重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

１

みや じま よし つぐ

宮 島 義 嗣
(昭和35年10月24日生)

昭和59年４月 当社入社

6,000株

平成19年７月 技術本部技術開発部長

平成23年４月 執行役員技術本部長

平成23年６月 取締役執行役員技術本部長

平成25年４月 取締役上席執行役員技術本部長

平成27年４月 代表取締役社長

平成28年４月 代表取締役社長生産本部長

平成29年４月 代表取締役社長

　 現在に至る

[取締役候補者とした理由]

宮島義嗣氏は、入社以来、長きにわたり技術開発部門に携わり、豊富な経験と知識で主力製品

である工作機械の開発を率いてきました。加えて、信条である現場主義を活かした経営判断

で、当社の企業価値を向上させる経営者として適任であると判断し、取締役候補者といたしま

した。
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番号
氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および
重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

２

はま べ よし お

浜 辺 義 男
(昭和31年８月31日生)

昭和55年４月 株式会社大和銀行（現株式会社りそな銀

行）入行

3,300株

平成18年６月 同行執行役員融資部長

平成20年４月 同行常務執行役員審査部長

平成22年４月 同行常務執行役員大阪営業部長

平成24年４月 ジェイアンドエス保険サービス株式会社

取締役社長

平成25年４月 同社顧問

平成25年６月 当社常勤監査役

平成26年６月 取締役常務執行役員猪名川製造所長兼管

理本部長

平成27年４月 代表取締役専務執行役員経営企画室長

平成29年10月 代表取締役専務執行役員経営企画室長兼

経営管理室長

平成30年４月 代表取締役専務執行役員経営企画室長

　 現在に至る

[取締役候補者とした理由]

浜辺義男氏は、長きにわたり金融機関に在籍し、企業財務に関する高い見識を有しており、当

社監査役を経て取締役に就任以来、当社の発展のため、様々な施策を講じております。これら

の実績から、実効的なコーポレートガバナンスの実現に資する経営者として適任であると判断

し、取締役候補者といたしました。

３

もり もと よし ひで

森 本 佳 秀
(昭和37年９月９日生)

昭和62年４月 当社入社

7,750株

平成19年４月 生産本部生産技術部長

平成20年５月 OKK USA CORPORATION社長

平成24年１月 当社執行役員生産本部副本部長兼製造部

長

平成24年６月 取締役執行役員生産本部長兼製造部長

平成25年４月 取締役上席執行役員生産本部長

平成25年10月 取締役上席執行役員営業本部長

平成27年４月 取締役常務執行役員営業本部長

平成27年５月 取締役常務執行役員営業本部長兼海外営

業部長

平成28年４月 取締役常務執行役員営業本部長

　 現在に至る

[取締役候補者とした理由]

森本佳秀氏は、入社以来、長きにわたり生産部門を担当し、海外子会社社長や営業部門の責任

者を歴任しております。その幅広い経験から得た多面的な視点と見識を経営に活かすことがで

きると判断し、取締役候補者といたしました。
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番号
氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および
重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

４

みち おか こう じ

道 岡 幸 二
(昭和31年10月31日生)

昭和54年４月 株式会社大和銀行（現株式会社りそな銀

行）入行

2,600株

平成15年１月 同行高槻支店長

平成18年８月 りそな決済サービス株式会社執行役員大

阪支店長

平成20年６月 当社内部監査室長

平成21年10月 管理本部企画管理部長

平成24年７月 執行役員管理本部企画管理部長

平成25年４月 上席執行役員管理本部企画管理部長

平成27年４月 上席執行役員猪名川製造所長兼管理本部

長兼企画管理部長

平成27年６月 取締役上席執行役員猪名川製造所長兼管

理本部長兼企画管理部長

平成27年７月 取締役上席執行役員猪名川製造所長兼管

理本部長

　 現在に至る

[取締役候補者とした理由]

道岡幸二氏は、長きにわたり金融機関に在籍し、企業財務の豊富な経験と専門的見識を有して

おります。当社においては、主に管理部門の責任者として経営計画の管理と財務体質の強化に

貢献しており、これらの経験と見識を経営に活かすことができると判断し、取締役候補者とい

たしました。

５

おお にし けん じ

大 西 賢 治
(昭和36年10月18日生)

昭和61年４月 当社入社

1,600株

平成23年４月 技術本部技術開発部長

平成26年６月 執行役員技術本部副本部長兼技術開発部

長

平成27年４月 執行役員技術本部長兼技術開発部長

平成27年６月 取締役上席執行役員技術本部長兼技術開

発部長

平成29年４月 取締役上席執行役員技術本部長

　 現在に至る

[取締役候補者とした理由]

大西賢治氏は、入社以来、長きにわたり技術開発部門に携わり、研究開発に取り組んでまいり

ました。当社の持続的な成長を図るため、主に製品開発の側面から、これらの経験と知識を経

営に活かすことができると判断し、取締役候補者といたしました。
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番号
氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および
重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

６

もも い よし かず

桃 井 良 和
(昭和35年１月15日生)

昭和57年４月 当社入社

800株

平成20年７月 管理本部総務人事部人事担当部長

平成22年５月 生産本部物流部長

平成23年４月 生産本部副本部長兼物流部長

平成23年７月 執行役員生産本部副本部長兼物流部長

平成25年６月 執行役員営業本部マーケティング戦略室

長

平成26年１月 大豊機工株式会社常務取締役総務部長

平成27年５月 当社上席執行役員管理本部総務人事部長

平成28年４月 上席執行役員生産本部副本部長兼生産管

理部長

平成29年４月 上席執行役員生産本部長兼生産管理部長

平成29年６月 取締役上席執行役員生産本部長兼生産管

理部長

平成30年４月 取締役上席執行役員生産本部長兼物流部

長

　 現在に至る

[取締役候補者とした理由]

桃井良和氏は、入社以来、生産と管理、営業の各部門の責任者、子会社役員を歴任し、幅広い

経験を有しております。その経験と実績から得た多面的な視点と見識を経営に活かすことがで

きると判断し、取締役候補者といたしました。

７

　 社外 　

こん どう ただ お

近 藤 忠 夫
(昭和19年４月12日生)

昭和48年４月 日本触媒化学工業株式会社（現株式会社

日本触媒）入社

0株

平成12年６月 日宝化学株式会社代表取締役社長

平成15年６月 株式会社日本触媒常務取締役

平成16年６月 同社代表取締役副社長

平成17年４月 同社代表取締役社長

平成23年４月 同社代表取締役会長

平成23年６月 同社取締役会長

平成24年６月 同社相談役

平成25年６月 当社取締役

　 現在に至る

(重要な兼職の状況)

株式会社日本触媒 相談役

[社外取締役候補者とした理由]

近藤忠夫氏は、経営者としての豊富な実績と見識を有しており、当社経営に対し幅広い観点か

らの助言をいただくため、社外取締役候補者といたしました。なお、同氏が社外取締役に就任

してからの年数は、本総会の終結の時をもって５年となります。
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番号
氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および
重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

８

　 社外 　 新任

ふる かわ みのる

古 川 実
(昭和18年６月13日生)

昭和41年４月 日立造船株式会社入社

0株

平成３年６月 同社船舶・防衛事業本部管理部長

平成６年６月 同社理事経理部長

平成10年６月 同社取締役経理部長

平成13年６月 同社代表取締役専務取締役業務管理統轄

平成17年４月 同社代表取締役取締役社長

平成22年６月 同社代表取締役取締役会長兼社長

平成25年４月 同社代表取締役取締役会長兼ＣＥＯ

平成28年４月 同社代表取締役取締役会長

平成29年４月 同社取締役相談役

平成29年６月 同社相談役

　 現在に至る

(重要な兼職の状況)

日立造船株式会社 相談役

[社外取締役候補者とした理由]

古川実氏は、経営者としての豊富な実績と見識を有しており、当社経営に対し幅広い観点から

の助言をいただくため、社外取締役候補者といたしました。

(注) 1. 各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

2. 古川実氏は新任の取締役候補者であります。

3. 近藤忠夫氏および古川実氏の両氏は社外取締役候補者であります。

4. 近藤忠夫氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしてお

り、当社は同氏を独立役員として同取引所に届け出ております。また古川実

氏についても同要件を満たしており、選任が承認された場合、独立役員とし

て同取引所に届け出る予定であります。

5. 当社は、社外取締役近藤忠夫氏との間で、会社法第423条第１項の賠償責任

について、法令に定める要件に該当する場合には賠償責任を限定する旨の契

約（責任限定契約）を締結しております。当該契約に基づく賠償の限度額

は、法令で定める最低責任限度額であります。同氏の選任が承認された場合

は、当社は同氏との間で同契約を継続する予定であります。また古川実氏に

つきましても、選任が承認された場合、同契約を締結する予定であります。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

本定時株主総会終結の時をもちまして監査等委員である取締役３名全員が任期

満了となりますので、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであ

ります。

なお、本議案の提出につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

番号
氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および
重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

１

すぎ お しげ き

椙 尾 茂 樹
(昭和28年３月17日生)

昭和50年４月 当社入社

3,800株

平成16年10月 技術本部技術開発部長

平成19年６月 取締役技術本部長

平成20年６月 取締役執行役員技術本部長

平成23年４月 取締役執行役員営業本部マーケティング

戦略室長

平成25年４月 取締役上席執行役員営業本部マーケティ

ング戦略室長

平成25年６月 常勤監査役

平成28年６月 取締役（常勤監査等委員）

　 現在に至る

[取締役候補者とした理由]

椙尾茂樹氏は、長年にわたり当社開発部門に携わり、当社取締役としての経験から当社業務に

精通しております。常勤監査役に就任以降は、中立的かつ客観的な視点から監査を実施してお

り、これらの経験と実績から、監査等委員である取締役候補者といたしました。

２

　 社外 　

み うら よし ひろ

三 浦 善 弘
(昭和40年12月31日生)

平成３年10月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人

トーマツ）入社

0株

平成６年10月 公認会計士登録

平成20年10月 デロイトトーマツFA株式会社（現デロイ

トトーマツファイナンシャルアドバイザ

リー合同会社）入社

平成27年５月 公認会計士三浦善弘事務所開設

平成27年６月 公認不正検査士登録

平成27年８月 ＭＹＫアドバイザリー株式会社設立

代表取締役就任

平成28年６月 当社取締役（監査等委員）

　 現在に至る

（重要な兼職の状況）

ＭＹＫアドバイザリー株式会社 代表取締役

[社外取締役候補者とした理由]

三浦善弘氏は、公認会計士としての企業会計に関する幅広い知識と豊富な経験があり、また、

M&A関連の資産調査と不正調査を主としたコンサルティング業務に精通する専門家として高い

見識を有しており、監査等委員である社外取締役候補者といたしました。なお、同氏が監査等

委員である社外取締役に就任してからの年数は、本総会の終結の時をもって２年となります。
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番号
氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および
重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

３

　 社外 　 新任

おか だ ゆう き

岡 田 祐 輝
(昭和55年６月27日生)

平成16年10月 弁護士登録

0株
弁護士法人御堂筋法律事務所入所

平成25年１月 弁護士法人御堂筋法律事務所パートナー

　 現在に至る

[社外取締役候補者とした理由]

岡田祐輝氏は、弁護士として高い見識を有しており、直接企業経営に関与された経験はありま

せんが、弁護士として企業法務に精通していることから、当社の監査業務を適切に遂行してい

ただけるものと判断し、監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

(注) 1. 当社は、三浦善弘氏が代表取締役を努めるＭＹＫアドバイザリー株式会社と

の間にコンサルティング契約を締結しておりますが、その取引額は当社の連

結売上高の0.1%未満と僅少であります。その他の候補者と当社との間には、

いずれも特別の利害関係はありません。

2. 岡田祐輝氏は新任の取締役候補者であります。

3. 三浦善弘氏および岡田祐輝氏の両氏は社外取締役候補者であります。

4. 岡田祐輝氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしてお

り、選任が承認された場合、当社は同氏を独立役員として同取引所に届け出

る予定であります。

5. 当社は、監査等委員である取締役椙尾茂樹氏および三浦善弘氏の両氏との間

で、会社法第423条第１項の賠償責任について、法令に定める要件に該当す

る場合には賠償責任を限定する旨の契約（責任限定契約）を締結しておりま

す。当該契約に基づく賠償の限度額は、法令で定める最低責任限度額であり

ます。両氏の選任が承認された場合は、当社は両氏との間で同契約を継続す

る予定であります。また岡田祐輝氏につきましても、選任が承認された場

合、同契約を締結する予定であります。
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第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

本定時株主総会開催の時をもちまして、平成28年６月28日開催の第158回定時株

主総会で選任いただきました補欠の監査等委員である取締役西野弘一氏の選任の

効力が失効します。つきましては、監査等委員である取締役が法令に定める員数

を欠くことになる場合に備え、予め補欠の監査等委員である取締役１名の選任を

お願いするものであります。

なお、監査等委員である取締役就任前に限り、監査等委員会の同意を得て、取

締役会の決議により、その選任を取り消すことができるものとさせていただきま

す。

なお、本議案の提出につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

　 社外 　 新任

おか の こう じ

岡 野 紘 司
(昭和53年10月13日生)

平成21年１月 弁護士登録

0株
弁護士法人御堂筋法律事務所入所

平成29年１月 弁護士法人御堂筋法律事務所パートナー

　 現在に至る

[社外取締役候補者とした理由]

岡野紘司氏は、弁護士として高い見識を有しており、直接企業経営に関与された経験はありません

が、弁護士として企業法務に精通していることから、当社の監査業務を適切に遂行していただけるも

のと判断し、補欠の監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

(注) 1. 岡野紘司氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。

2. 岡野紘司氏は、補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。

3. 岡野紘司氏は、新任の取締役候補者であります。

4. 岡野紘司氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしてお

り、同氏が監査等委員である社外取締役に就任された場合、当社は同氏を独

立役員として同取引所に届け出る予定であります。

5. 当社は、監査等委員である取締役との間で、会社法第423条第１項の賠償責

任について、法令に定める要件に該当する場合には賠償責任を限定する旨の

契約（責任限定契約）を締結しております。当該契約に基づく賠償の限度額

は、法令で定める最低責任限度額であります。岡野紘司氏が監査等委員であ

る社外取締役に就任された場合は、当社は同氏との間で同契約を締結する予

定であります。

以 上
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［ご参考］

社 是

誠 実

経 営 理 念

◎顧客第一：顧客の信頼と期待に応える品質とサービスを提供する。

◎社会的責任：地球環境と人類社会の調和と発展に貢献する。

◎価値の提供：技術を革新し新しい価値を創造する。

コーポレートガバナンスの基本的な考え方
　当社は、株主及び投資家、地域社会、取引先、従業員等の各ステークホル

ダーとの間の良好な関係を保ちながら、コーポレートガバナンスの充実に努

め、次の100年を目指せる企業体にしていきます。当社の意思決定の透明性・

公正性を確保して実効的なコーポレートガバナンスを実現していきます。

　当社コーポレートガバナンス・ガイドラインの内容は、当社ウェブサイト

(https://www.okk.co.jp/company/governance.html)に掲載しております。
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第160回定時株主総会会場ご案内図
　

会 場 兵庫県伊丹市宮ノ前二丁目２番２号

伊丹商工プラザ６階 マルチメディアホール

（午前９時30分 受付開始）

交 通 ●ＪＲ伊丹駅から徒歩約８分

●阪急伊丹駅から徒歩約７分

会場の近くに市営駐車場がありますが、有料とな

ります。

※会場建物内は禁煙となっておりますので、ご了承のほどお願い申し上げます。

(ご照会先) 　ＯＫＫ株式会社 総務課

　〒664-0831 兵庫県伊丹市北伊丹八丁目10番地１

　電話 072-782-5121
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